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建築基準法第 43条第２項第２号の許可基準 新旧対照表 

 

建築審査会包括同意基準１（改正なし ） 

現 行 改正案（改正なし） 

【広場等に接する敷地に建築する建築物】 

１ 建築基準法施行規則第 10 条の３第４項第１号

の規定に適合し、かつ、交通上、安全上、防火上

及び衛生上支障がない建築物は、次の各号の基準

に適合する建築物とする。 

⑴から⑶ 略 

【広場等に接する敷地に建築する建築物】 

１ 建築基準法施行規則第 10 条の３第４項第１号

の規定に適合し、かつ、交通上、安全上、防火上

及び衛生上支障がない建築物は、次の各号の基準

に適合する建築物とする。 

⑴から⑶ 略 

  

 

建築審査会包括同意基準２（改正なし ） 

現 行 改正案 改正なし 

【公的機関等が管理する幅員４ｍ以上の道に接する

敷地に建築する建築物】 

２ 建築基準法施行規則第 10 条の３第４項第２号

の規定に適合し、かつ、交通上、安全上、防火上

及び衛生上支障がない建築物は、次の各号の基準

に適合する建築物とする。 

⑴及び⑵ 

【公的機関等が管理する幅員４ｍ以上の道に接する

敷地に建築する建築物】 

２ 建築基準法施行規則第 10 条の３第４項第２号

の規定に適合し、かつ、交通上、安全上、防火上

及び衛生上支障がない建築物は、次の各号の基準

に適合する建築物とする。 

⑴及び⑵ 

  

 

建築審査会包括同意基準３－２（改正なし ） 

現 行 改正案 改正なし 

【都市計画法第 37 条の規定に基づく制限解除を受

けた建築物、土地区画整理法第 76 条の規定に基づ

く許可を受けた建築物その他これらに類するもの】 

３－２ 建築基準法施行規則第 10 条の３第４項第

３号の規定に適合し、かつ、交通上、安全上、防

火上及び衛生上支障がない建築物は、次の各号の

基準に適合する建築物とする。 

⑴及び⑵ 略 

【都市計画法第 37 条の規定に基づく制限解除を受

けた建築物、土地区画整理法第 76 条の規定に基づ

く許可を受けた建築物その他これらに類するもの】 

３－２ 建築基準法施行規則第 10 条の３第４項第

３号の規定に適合し、かつ、交通上、安全上、防

火上及び衛生上支障がない建築物は、次の各号の

基準に適合する建築物とする。 

⑴及び⑵ 略 
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建築審査会包括同意基準３－３ 

現 行 改正案 

平成 11 年５月１日において現に存在する路線型の

道等に接する敷地に建築する建築物 

【空地幅員 1.8ｍ以上、中心後退２ｍ以上】 

３－３ 建築基準法施行規則第 10 条の３第４項第

３号の規定に適合し、かつ、交通上、安全上、防

火上及び衛生上支障がない建築物は、次の各号の

基準に適合する建築物とする。 

⑴ 平成 11 年５月１日（以下「基準時」という。）

前 に おいて確認済証の交付がされ た建築物の

敷地 、又は 基準時において現に存する建築物

の敷地に２ｍ以上接する 建築基準法（以下「法」

という。）第 42 条第１項に規定する道路 を 築

造 すること が極めて困難な場合において、次

に掲げる要件に該当する 空地 に２ｍ以上接す

る敷地に建築する建築物であること。 

ア 敷地から法第 42 条に規定する道路（以下

「法の道路」という。）までの空地 の幅員が

1.8ｍ以上あり、一般通行の用に供されてい

ること。 

イ 基準時において現に存する路線型の道（以

下「基準時の道」という。）が、道路状に整備

されていること。 

ウ 敷地の前面において、基準時 の道の中心線

から水平距離２ｍ以内の部分（建築主事が基

準時 前 に別に定めている場合 又は特定行政

庁が別に定める場合にあっては、その部分。）

のうち基準 時の道の部分を除いた部分（以下

「後退部分」という。）が道路状に整備されて

いること。 

エ 基準時の道の中心線をその終端から２ｍ

延長し、当該延長部分から水平距離２ｍ以内

の部分（特定行政庁が別に定める場合にあっ

ては、その部分。以下「終端整備敷」という。）

が道路状に整備されていること。ただし、特

定行政庁がその必要がないと認めた場合に

あっては、終端整備敷を設けないことができ

る。 

オ 将来にわたり空地を維持、管理する旨の関

係権利者の誓約書が提出されていること。 

カ  空地 には雨水排水を適切に処理できる施

設が設けられていること。 

キ  空地 と敷地との境界線が境界杭等で明示

され、その位置に縁石等が設置されているこ

と。 

⑵ 敷地から法 の 道路までの距離が、60ｍ以内

で ある敷地に建築する建築物であること。ただ

し、次のアからウまでの一に該当する場合にあ

っては、この限りでない。 

ア 道の両端が法 の 道路に接続し 、当該道の

幅員が連続して 1.8ｍ以上ある 場合 

イ 敷地から法の道路までの空地 の幅員が４

平成 11 年５月１日において現に存在する路線型の

道等に接する敷地に建築する建築物 

【空地幅員 1.8ｍ以上、中心後退２ｍ以上】 

３－３ 建築基準法施行規則第 10 条の３第４項第

３号の規定に適合し、かつ、交通上、安全上、防

火上及び衛生上支障がない建築物は、次の各号の

基準に適合する建築物とする。 

⑴ 平成 11 年５月１日（以下「基準時」という。）

前 に おいて確認済証の交付がされ た建築物の

敷地 、又は 基準時において現に存する建築物

の敷地に２ｍ以上接する 建築基準法（以下「法」

という。）第 42 条第１項に規定する道路 を 築

造 すること が極めて困難な場合において、次

に掲げる要件に該当する 空地 に２ｍ以上接す

る敷地に建築する建築物であること。 

ア 敷地から法第 42 条に規定する道路（以下

「法の道路」という。）までの空地 の幅員が

1.8ｍ以上あり、一般通行の用に供されてい

ること。 

イ 基準時において現に存する路線型の道（以

下「基準時の道」という。）が、道路状に整備

されていること。 

ウ 敷地の前面において、基準時 の道の中心線

から水平距離２ｍ以内の部分（建築主事が基

準時 前 に別に定めている場合 又は特定行政

庁が別に定める場合にあっては、その部分。）

のうち基準 時の道の部分を除いた部分（以下

「後退部分」という。）が道路状に整備されて

いること。 

エ 基準時の道の中心線をその終端から２ｍ

延長し、当該延長部分から水平距離２ｍ以内

の部分（特定行政庁が別に定める場合にあっ

ては、その部分。以下「終端整備敷」という。）

が道路状に整備されていること。ただし、特

定行政庁がその必要がないと認めた場合に

あっては、終端整備敷を設けないことができ

る。 

オ 将来にわたり空地を維持、管理する旨の関

係権利者の誓約書が提出されていること。 

カ  空地 には雨水排水を適切に処理できる施

設が設けられていること。 

キ  空地 と敷地との境界線が境界杭等で明示

され、その位置に縁石等が設置されているこ

と。 

⑵ 敷地から法 の 道路までの距離が、60ｍ以内

で ある敷地に建築する建築物であること。ただ

し、次のアからウまでの一に該当する場合にあ

っては、この限りでない。 

ア 道の両端が法 の 道路に接続し 、当該道の

幅員が連続して 1.8ｍ以上ある 場合 

イ 敷地から法の道路までの空地 の幅員が４
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現 行 改正案 

ｍ以上の場合 

ウ 耐火建築物若しくは準耐火建築物又は外

壁及び軒裏を防火構造とし、かつ、外壁の開

口部で延焼のおそれのある部分に防火設備

を有する建築物とした場合 

⑶ 建築物の敷地 が次の要件に該当する建築物

であること。 

ア 基準時において現に存する建築物の敷地、

基準時前において確認済証の交付がされた

建築物の敷地、又は基準時以降に法第 43 条

第２項第１号の規定による認定通知書若し

くは同項第２号の規定による許可通知書の

交付がされた建築物の敷地とおおむね同一

の敷地であること。ただし、次に掲げる要件

に該当する場合にあっては、この限りでな

い。 

(ｱ) 基準時において現に存する建築物の敷

地の一部を一の敷地とし、他の部分を将来

にわたり建築物の敷地として使用しない

場合、又は基準時において現に法第 43 条

第１項の規定を満たさない建築物が３棟

以上建ち並んでいる道で、許可申請時に敷

地から法の道路までの空地の幅員が 2.7ｍ

以上で道路状に整備されている空地（終端

整備敷を除く。）に敷地が２ｍ以上接する

場合 

(ｲ) 敷地面積が 100㎡（第一種低層住居専用

地域及び第二種低層住居専用地域におい

ては、都市計画で定められた敷地面積の最

低限度）以上の場合（ただし、基準時にお

いて現に存する所有権その他の権利に基

づく土地の全部を一の敷地として使用す

る場合を除く。） 

(ｳ) 路地状部分を有する敷地にあっては、建

築物の主要な出入口から空地に通ずる幅

員 1.8ｍ以上の敷地内通路が設けられ、か

つ、建築物の外壁又はこれに代わる柱の面

から敷地境界線までの距離が 0.5ｍ以上確

保されている場合 

イ 敷地前面の空地の反対側の敷地若しくは

一団の土地（以下「前面敷地等」という。）が

法の道路に接し、かつ、敷地前面の空地の幅

員が４ｍ未満の場合にあっては、建築物の主

要な出入口に接する幅員２ｍ以上かつ奥行

２ｍ以上の敷地内空地が確保されているこ

と。 

 

 

 

 

 

 

ｍ以上の場合 

ウ 耐火建築物若しくは準耐火建築物又は外

壁及び軒裏を防火構造とし、かつ、外壁の開

口部で延焼のおそれのある部分に防火設備

を有する建築物とした場合 

⑶ 建築物の敷地 が次の要件に該当する建築物

であること。 

ア 基準時において現に存する建築物の敷地、

基準時前において確認済証の交付がされた

建築物の敷地、又は基準時以降に法第 43 条

第２項第１号の規定による認定通知書若し

くは同項第２号の規定による許可通知書の

交付がされた建築物の敷地とおおむね同一

の敷地であること。ただし、次に掲げる要件

に該当する場合にあっては、この限りでな

い。 

(ｱ) 基準時において現に存する建築物の敷

地の一部を一の敷地とし、他の部分を将来

にわたり建築物の敷地として使用しない

場合、又は基準時において現に法第 43 条

第１項の規定を満たさない建築物が３棟

以上建ち並んでいる道で、許可申請時に敷

地から法の道路までの空地の幅員が 2.7ｍ

以上で道路状に整備されている空地（終端

整備敷を除く。）に敷地が２ｍ以上接する

場合 

(ｲ) 敷地面積が 100㎡（第一種低層住居専用

地域及び第二種低層住居専用地域におい

ては、都市計画で定められた敷地面積の最

低限度）以上の場合（ただし、基準時にお

いて現に存する所有権その他の権利に基

づく土地の全部を一の敷地として使用す

る場合を除く。） 

 

 

 

 

 

 

イ 敷地前面の空地の反対側の敷地若しくは

一団の土地（以下「前面敷地等」という。）が

法の道路に接し、かつ、敷地前面の空地の幅

員が４ｍ未満の場合にあっては、建築物の主

要な出入口に接する幅員２ｍ以上かつ奥行

２ｍ以上の敷地内空地が確保されているこ

と。 

ウ 路地状部分を有する敷地にあっては、建築

物の主要な出入口から空地に通ずる幅員 1.8

ｍ以上の敷地内通路が設けられ、かつ、建築

物の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地

境界線までの距離が 0.5ｍ以上確保されてい

ること（基準時において現に存する建築物の
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現 行 改正案 

 

 

 

⑷ 建築物の構造が次の要件に該当する建築物

であること。 

ア  地階を除く階数は２以下であること。ただ

し、敷地から 法 の 道路 までの空地の幅員が

４ｍ以上で道路状に整備され、将来 にわた

り 維持、管理する旨の関係権利者の誓約書が

提出されている場合にあっては、地階を除く

階数を３とすることができる。 

イ  敷地から法の道路までの空地 の幅員が

2.7ｍ未満の場合 又は前面敷地等が法の道路

に接し、敷地前面の空地の幅員が４ｍ未満の

場合 にあっては、耐火建築物若しくは準耐火

建築物又は 外壁及び軒裏を防火構造とし、か

つ、外壁の開口部で延焼のおそれのある部分

に 防火設備を有する建築物である こと。 

⑸ 建築物の用途は次 のいずれか とすること。 

ア  一戸建ての 住宅 

イ  一戸建ての 住宅で事務所、店舗その他こ

れらに類する用途を兼ねるもののうち建築

基準法施行令第 130条の３に規定するもの 

ウ  長屋、共同住宅、寄宿舎又は下宿で当該用

途に供する部分の床面積の合計が 100㎡以下

のもの。ただし、敷地から法の道路までの空

地の幅員が 4.5ｍ以上で道路状に整備され、

将来 にわたり 維持、管理する旨の関係権利

者の誓約書が提出されている場合にあって

は、当該用途に供する部分の床面積の合計が

200㎡以下のもの 

エ  建て替えの場合において 、従前の建築物

と同一用途で 、次の条件を満たすもの 

(ｱ) 延べ面積 が従前の建築物の 延べ面積 以

下であるもの 

(ｲ) 法第 43 条第３項の規定に基づく条例の

対象にならないもの 

⑹ 空地と敷地との境界線から４ｍ（建築主事が

基準時前に別に定めている場合又は特定行政

庁が別に定める場合にあっては、その距離）外

側の線までの土地を法の道路とみなし、法第６

条第１項に規定する建築基準関係規定（法第4

3条第１項及び第３項の規定に基づく横浜市建

築基準条例並びに横浜市建築基準法施行細則

第13条の適用については、道路とみなさない。）

に適合する建築物であること。 

敷地又は基準時前において確認済証の交付

がされた建築物の敷地とおおむね同一の敷

地を除く。）。 

⑷ 建築物の構造が次の要件に該当する建築物

であること。 

ア  地階を除く階数は２以下であること。ただ

し、敷地から 法 の 道路 までの空地の幅員

が ４ｍ以上で道路状に整備され、将来 にわ

たり 維持、管理する旨の関係権利者の誓約書

が提出されている場合にあっては、地階を除

く階数を３とすることができる。 

イ  敷地から法の道路までの空地 の幅員が

2.7ｍ未満の場合 又は前面敷地等が法の道路

に接し、敷地前面の空地の幅員が４ｍ未満の

場合 にあっては、耐火建築物若しくは準耐火

建築物又は 外壁及び軒裏を防火構造とし、か

つ、外壁の開口部で延焼のおそれのある部分

に 防火設備を有する建築物である こと。 

⑸ 建築物の用途は次 のいずれか とすること。 

ア  一戸建ての 住宅 

イ  一戸建ての 住宅で事務所、店舗その他こ

れらに類する用途を兼ねるもののうち建築

基準法施行令第 130条の３に規定するもの 

ウ  長屋、共同住宅、寄宿舎又は下宿で当該用

途に供する部分の床面積の合計が100㎡以下

のもの。ただし、敷地から法の道路までの空

地の幅員が 4.5ｍ以上で道路状に整備され、

将来 にわたり 維持、管理する旨の関係権利

者の誓約書が提出されている場合にあって

は、当該用途に供する部分の床面積の合計が

200㎡以下のもの 

エ  建て替えの場合において 、従前の建築物

と同一用途で 、次の条件を満たすもの 

(ｱ) 延べ面積 が従前の建築物の 延べ面積 以

下であるもの 

(ｲ) 法第 43 条第３項の規定に基づく条例の

対象にならないもの 

⑹ 空地と敷地との境界線から４ｍ（建築主事が

基準時前に別に定めている場合又は特定行政

庁が別に定める場合にあっては、その距離）外

側の線までの土地を法の道路とみなし、法第６

条第１項に規定する建築基準関係規定（法第4

3条第１項及び第３項の規定に基づく横浜市建

築基準条例並びに横浜市建築基準法施行細則

第13条の適用については、道路とみなさない。）

に適合する建築物であること。 
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建築審査会包括同意基準３－３の２ 

現 行 改正案 

平成 11年５月１日において現に存在する専用型の

通路の終端等に接する敷地に建築する建築物 

【空地幅員 1.5ｍ以上、かつ、延長 20ｍ以下】 

３－３の２ 建築基準法施行規則第 10 条の３第４

項第３号の規定に適合し、かつ、交通上、安全上、

防火上及び衛生上支障がない建築物は、次の各

号の基準に適合する建築物とする。 

⑴ 平成 11 年５月１日（以下｢基準時｣という。）

において現に存する専用型の通路（以下「基準

時の通路」という。）の終端 、又は当該通路の

終端に幅員２ｍ以上かつ奥行２ｍ以上で道路

状に整備された部分（以下「終端整備敷」とい

う。）に接する敷地に建築する建築物であるこ

と。 

⑵ 基準時において現に 存する 建築物の敷地

から空地を除いた部分とおおむね 同一の敷地

において 建て替える建築物であること。 

⑶ 次に掲げる要件に該当する 空地 に ２ｍ以

上 接する敷地に建築する建築物であること。 

ア 空地 の幅員 が 1.5ｍ以上 で、かつ、空地

（終端整備敷を除く。）の延長が 20ｍ以下で

あり、建築基準法（以下「法」という。）第

42 条に規定する道路（以下「法の道路」と

いう。）、法第 43条第２項第１号の規定によ

る幅員４ｍ以上の道（法の道路に該当する

ものを除き、避難及び通行の安全上必要な

国土交通省令で定める基準に適合するもの

に限る。）又は同項第２号の規定による許可

における建築審査会包括同意基準に適合す

る建築物の敷地が接する空地に接続してい

ること。 

イ  空地 が道路状に整備されていること。 

ウ  将来にわたり空地を維持、管理する旨の

関係権利者の誓約書が提出されているこ

と。 

エ  空地には雨水排水を適切に処理できる施

設が設けられていること。 

オ  空地と 敷地 との境界線が境界杭等で明

示され、その位置に縁石等が設置されてい

ること。 

⑷ 建築物の 構造が次の要件に該当する建築物

であること。 

ア 地階を除く階数は２以下であること。 

イ 耐火建築物若しくは準耐火建築物又は 外

壁及び軒裏を防火構造とし、かつ、外壁の開

口部で延焼のおそれのある部分に 防火設備

を有 する建築物である こと。ただし、空地

の幅員が 1.8ｍ未満の場合又は空地（終端整

備敷を除く。）の延長が 15ｍを超える場合に

あっては、耐火建築物又は準耐火建築物で

あること。 

平成 11年５月１日において現に存在する専用型の

通路の終端等に接する敷地に建築する建築物 

【空地幅員 1.5ｍ以上、かつ、延長 20ｍ以下】 

３－３の２ 建築基準法施行規則第 10 条の３第４

項第３号の規定に適合し、かつ、交通上、安全上、

防火上及び衛生上支障がない建築物は、次の各

号の基準に適合する建築物とする。 

⑴ 平成 11 年５月１日（以下｢基準時｣という。）

において現に存する専用型の通路（以下「基準

時の通路」という。）の終端 、又は当該通路の

終端に幅員２ｍ以上かつ奥行２ｍ以上で道路

状に整備された部分（以下「終端整備敷」とい

う。）に接する敷地に建築する建築物であるこ

と。 

⑵ 基準時において現に 存する 建築物の敷地

から空地を除いた部分とおおむね 同一の敷地

において 建て替える建築物であること。 

⑶ 次に掲げる要件に該当する 空地 に ２ｍ以

上 接する敷地に建築する建築物であること。 

ア 空地 の幅員 が 1.5ｍ以上 で、かつ、空地

（終端整備敷を除く。）の延長が 20ｍ以下で

あり、建築基準法（以下「法」という。）第

42 条に規定する道路（以下「法の道路」と

いう。）、法第 43条第２項第１号の規定によ

る幅員４ｍ以上の道（法の道路に該当する

ものを除き、避難及び通行の安全上必要な

国土交通省令で定める基準に適合するもの

に限る。）又は同項第２号の規定による許可

における建築審査会包括同意基準に適合す

る建築物の敷地が接する空地に接続してい

ること。 

イ  空地 が道路状に整備されていること。 

ウ  将来にわたり空地を維持、管理する旨の

関係権利者の誓約書が提出されているこ

と。 

エ  空地には雨水排水を適切に処理できる施

設が設けられていること。 

オ  空地と 敷地 との境界線が境界杭等で明

示され、その位置に縁石等が設置されてい

ること。 

⑷ 建築物の 構造が次の要件に該当する建築物

であること。 

ア 地階を除く階数は２以下であること。 

イ 耐火建築物若しくは準耐火建築物又は 外

壁及び軒裏を防火構造とし、かつ、外壁の開

口部で延焼のおそれのある部分に 防火設備

を有 する建築物である こと。ただし、空地

の幅員が 1.8ｍ未満の場合又は空地（終端整

備敷を除く。）の延長が 15ｍを超える場合に

あっては、耐火建築物又は準耐火建築物で

あること。 
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現 行 改正案 

 

 

 

 

⑸ 建築物の用途は、次のいずれかとすること。 

ア 一戸建ての住宅 

イ 建て替えの場合において、従前の建築物

と同一用途で、次の条件を満たすもの 

(ｱ) 延べ面積が 100㎡以下で、かつ、従前の

建築物の延べ面積以下であるもの 

(ｲ) 法第 43条第３項の規定に基づく条例の

対象にならないもの 

(ｳ) 共同住宅又は長屋にあっては、従前の

住戸数以下、寄宿舎又は下宿にあっては、

従前の住室数以下であること。 

(ｴ) 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面

から敷地境界線までの距離が 0.5ｍ以上

確保されていること。 

⑹ 空地と敷地との境界線から４ｍ外側の線ま

での土地を法の道路とみなし、法第６条第１

項に規定する建築基準関係規定（法第 43 条第

１項及び第３項の規定に基づく横浜市建築基

準条例並びに横浜市建築基準法施行細則第 13

条の適用については、道路とみなさない。）に

適合する建築物であること。 

⑸ 建築物の建蔽率は、法第 53 条第１項又は第

２項の規定に適合するものであること（前号

イただし書の規定により、耐火建築物又は準

耐火建築物とした場合に限る。）。 

⑹ 建築物の用途は、次のいずれかとすること。 

ア 一戸建ての住宅 

イ 建て替えの場合において、従前の建築物

と同一用途で、次の条件を満たすもの 

(ｱ) 延べ面積が 100㎡以下で、かつ、従前の

建築物の延べ面積以下であるもの 

(ｲ) 法第 43条第３項の規定に基づく条例の

対象にならないもの 

(ｳ) 共同住宅又は長屋にあっては、従前の

住戸数以下、寄宿舎又は下宿にあっては、

従前の住室数以下であること。 

(ｴ) 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面

から敷地境界線までの距離が 0.5ｍ以上

確保されていること。 

⑺ 空地と敷地との境界線から４ｍ外側の線ま

での土地を法の道路とみなし、法第６条第１

項に規定する建築基準関係規定（法第 43 条第

１項及び第３項の規定に基づく横浜市建築基

準条例並びに横浜市建築基準法施行細則第 13

条の適用については、道路とみなさない。）に

適合する建築物であること。 
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建築審査会個別提案基準３－４ 

現 行 改正案 

平成 11年５月１日において現に存在する路線型の道

等に接する敷地に建築する建築物 

【空地幅員 0.9ｍ以上 1.8ｍ未満、中心後退２ｍ以上】 

３－４ 建築基準法施行規則第 10条の３第４項第３

号の規定に適合し、かつ、交通上、安全上、防火上

及び衛生上支障がない建築物は、次の各号の基準

に適合する建築物とする。 

⑴ 平成 11 年５月１日（以下「基準時」という。）

において現に存する建築物の敷地に２ｍ以上接

する建築基準法（以下「法」という。）第 42条第

１項に規定する道路を築造することが極めて困

難な場合において、次に掲げる要件に該当する

空地に２ｍ以上接する敷地に建築する建築物で

あること。 

ア 敷地から法第 42条に規定する道路（以下「法

の道路」という。）までの空地の幅員が 0.9ｍ

以上（建築物の用途が一戸建ての住宅以外の

場合は 1.5m 以上）1.8ｍ未満であり、一般通

行の用に供されていること。 

イ 基準時において現に存する路線型の道（以

下「基準時の道」という。）が、道路状に整備

されていること。 

ウ 敷地の前面において、基準時の道の中心線

から水平距離２ｍ以内の部分（建築主事が基

準時前に別に定めている場合又は特定行政庁

が別に定める場合にあっては、その部分。）の

うち基準時の道の部分を除いた部分（以下「後

退部分」という。）が道路状に整備されている

こと。 

エ 基準時の道の中心線をその終端から２ｍ延

長し、当該延長部分から水平距離２ｍ以内の

部分（特定行政庁が別に定める場合にあって

は、その部分。以下「終端整備敷」という。）

が道路状に整備されていること。ただし、特定

行政庁がその必要がないと認めた場合にあっ

ては、終端整備敷を設けないことができる。 

オ 将来にわたり空地を維持、管理する旨の関

係権利者の誓約書が提出されていること。 

カ 空地には雨水排水を適切に処理できる施設

が設けられていること。 

キ 空地と敷地との境界線が境界杭等で明示さ

れ、その位置に縁石等が設置されていること。 

⑵ 敷地から法の道路までの距離が、60ｍ以内で

ある敷地に建築する建築物であること。ただし、

道の両端が法の道路に接続し、当該道の幅員が

連続して 0.9ｍ以上ある場合にあっては、この限

りでない。 

⑶ 建築物の敷地が次の要件に該当する建築物で

あること。 

ア 基準時において現に存する建築物の敷地、

又は基準時以降に法第 43条第２項第１号の規

平成 11年５月１日において現に存在する路線型の道

等に接する敷地に建築する建築物 

【空地幅員 0.9ｍ以上 1.8ｍ未満、中心後退２ｍ以上】 

３－４ 建築基準法施行規則第 10条の３第４項第３

号の規定に適合し、かつ、交通上、安全上、防火上

及び衛生上支障がない建築物は、次の各号の基準

に適合する建築物とする。 

⑴ 平成 11 年５月１日（以下「基準時」という。）

において現に存する建築物の敷地に２ｍ以上接

する建築基準法（以下「法」という。）第 42条第

１項に規定する道路を築造することが極めて困

難な場合において、次に掲げる要件に該当する

空地に２ｍ以上接する敷地に建築する建築物で

あること。 

ア 敷地から法第 42条に規定する道路（以下「法

の道路」という。）までの空地の幅員が 0.9ｍ

以上（建築物の用途が一戸建ての住宅以外の

場合は 1.5m 以上）1.8ｍ未満であり、一般通

行の用に供されていること。 

イ 基準時において現に存する路線型の道（以

下「基準時の道」という。）が、道路状に整備

されていること。 

ウ 敷地の前面において、基準時の道の中心線

から水平距離２ｍ以内の部分（建築主事が基

準時前に別に定めている場合又は特定行政庁

が別に定める場合にあっては、その部分。）の

うち基準時の道の部分を除いた部分（以下「後

退部分」という。）が道路状に整備されている

こと。 

エ 基準時の道の中心線をその終端から２ｍ延

長し、当該延長部分から水平距離２ｍ以内の

部分（特定行政庁が別に定める場合にあって

は、その部分。以下「終端整備敷」という。）

が道路状に整備されていること。ただし、特定

行政庁がその必要がないと認めた場合にあっ

ては、終端整備敷を設けないことができる。 

オ 将来にわたり空地を維持、管理する旨の関

係権利者の誓約書が提出されていること。 

カ 空地には雨水排水を適切に処理できる施設

が設けられていること。 

キ 空地と敷地との境界線が境界杭等で明示さ

れ、その位置に縁石等が設置されていること。 

⑵ 敷地から法の道路までの距離が、60ｍ以内で

ある敷地に建築する建築物であること。ただし、

道の両端が法の道路に接続し、当該道の幅員が

連続して 0.9ｍ以上ある場合にあっては、この限

りでない。 

⑶ 建築物の敷地が次の要件に該当する建築物で

あること。 

ア 基準時において現に存する建築物の敷地、

又は基準時以降に法第 43条第２項第１号の規
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現 行 改正案 

定による認定通知書若しくは同項第２号の規

定による許可通知書の交付がされた建築物の

敷地とおおむね同一の敷地であること。ただ

し、次に掲げる要件に該当する場合にあって

は、この限りでない。 

(ｱ) 基準時において現に存する建築物の敷地

の一部を一の敷地とし、他の部分を将来に

わたり建築物の敷地として使用しない場合 

(ｲ) 敷地面積が 100 ㎡（第一種低層住居専用

地域及び第二種低層住居専用地域において

は、都市計画で定められた敷地面積の最低

限度）以上の場合 

(ｳ) 路地状部分を有する敷地にあっては、建

築物の主要な出入口から空地に通ずる幅員

1.8ｍ以上の敷地内通路が設けられ、かつ、

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から

敷地境界線までの距離が 0.5ｍ以上確保さ

れている場合 

イ 敷地前面の空地の反対側の敷地若しくは一

団の土地（以下「前面敷地等」という。）が法

の道路に接し、かつ、敷地前面の空地の幅員が

４ｍ未満の場合にあっては、建築物の主要な

出入口に接する幅員２ｍ以上かつ奥行２ｍ以

上の敷地内空地が確保されていること。 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 建築物の構造が次の要件に該当する建築物で

あること。 

ア 地階を除く階数は２以下であること。 

イ 耐火建築物又は準耐火建築物であること。 

 

 

⑸ 建築物の用途は次のいずれかとすること。 

ア 一戸建ての住宅 

イ 建て替えの場合において、従前の建築物と

同一用途で、次の条件を満たすもの 

(ｱ) 延べ面積が 100 ㎡以下で、かつ、従前の

建築物の延べ面積以下であるもの 

(ｲ) 法第 43条第３項の規定に基づく条例の対

象にならないもの 

(ｳ) 共同住宅又は長屋にあっては、従前の住

戸数以下、寄宿舎又は下宿にあっては、従前 

の住室数以下であること。 

(ｴ) 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面か

ら敷地境界線までの距離が 0.5ｍ以上確保

されていること。 

⑹ 空地と敷地との境界線から４ｍ（建築主事が

定による認定通知書若しくは同項第２号の規

定による許可通知書の交付がされた建築物の

敷地とおおむね同一の敷地であること。ただ

し、次に掲げる要件に該当する場合にあって

は、この限りでない。 

(ｱ) 基準時において現に存する建築物の敷地

の一部を一の敷地とし、他の部分を将来に

わたり建築物の敷地として使用しない場合 

(ｲ) 敷地面積が 100 ㎡（第一種低層住居専用

地域及び第二種低層住居専用地域において

は、都市計画で定められた敷地面積の最低

限度）以上の場合 

 

 

 

 

 

 

イ 敷地前面の空地の反対側の敷地若しくは一

団の土地（以下「前面敷地等」という。）が法

の道路に接し、かつ、敷地前面の空地の幅員が

４ｍ未満の場合にあっては、建築物の主要な

出入口に接する幅員２ｍ以上かつ奥行２ｍ以

上の敷地内空地が確保されていること。 

ウ 路地状部分を有する敷地にあっては、建築

物の主要な出入口から空地に通ずる幅員 1.8

ｍ以上の敷地内通路が設けられ、かつ、建築物

の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地境界

線までの距離が 0.5ｍ以上確保されているこ

と（基準時において現に存する建築物の敷地

とおおむね同一の敷地を除く。）。 

⑷ 建築物の構造が次の要件に該当する建築物で

あること。 

ア 地階を除く階数は２以下であること。 

イ 耐火建築物又は準耐火建築物であること。 

⑸ 建築物の建蔽率は、法第 53 条第１項又は第２

項の規定に適合するものであること。 

⑹ 建築物の用途は次のいずれかとすること。 

ア 一戸建ての住宅 

イ 建て替えの場合において、従前の建築物と

同一用途で、次の条件を満たすもの 

(ｱ) 延べ面積が 100 ㎡以下で、かつ、従前の

建築物の延べ面積以下であるもの 

(ｲ) 法第 43条第３項の規定に基づく条例の対

象にならないもの 

(ｳ) 共同住宅又は長屋にあっては、従前の住

戸数以下、寄宿舎又は下宿にあっては、従前 

の住室数以下であること。 

(ｴ) 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面か

ら敷地境界線までの距離が 0.5ｍ以上確保

されていること。 

⑺ 空地と敷地との境界線から４ｍ（建築主事が
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現 行 改正案 

基準時前に別に定めている場合又は特定行政庁

が別に定める場合にあっては、その距離）外側の

線までの土地を法の道路とみなし、法第６条第

１項に規定する建築基準関係規定（法第 43条第

１項及び第３項の規定に基づく横浜市建築基準

条例並びに横浜市建築基準法施行細則第 13条の

適用については、道路とみなさない。）に適合す

る建築物であること。 

基準時前に別に定めている場合又は特定行政庁

が別に定める場合にあっては、その距離）外側の

線までの土地を法の道路とみなし、法第６条第

１項に規定する建築基準関係規定（法第 43条第

１項及び第３項の規定に基づく横浜市建築基準

条例並びに横浜市建築基準法施行細則第 13条の

適用については、道路とみなさない。）に適合す

る建築物であること。 
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建築審査会個別提案基準３－４の２ 

現 行 改正案 

平成 11年５月１日において現に存在する専用型の通

路の終端等に接する敷地に建築する建築物 

【空地幅員 0.9ｍ以上、かつ、延長 15ｍ以下】 

３－４の２ 建築基準法施行規則第 10条の３第４項

第３号の規定に適合し、かつ、交通上、安全上、防

火上及び衛生上支障がない建築物は、次の各号の

基準に適合する建築物とする。 

⑴ 平成 11 年５月１日（以下｢基準時｣という。）

において現に存する専用型の通路（以下「基準時

の通路」という。）の終端、又は当該通路の終端

に幅員２ｍ以上かつ奥行２ｍ以上で道路状に整

備された部分（以下「終端整備敷」という。）に

接する敷地に建築する建築物であること。 

⑵ 基準時において現に存する建築物の敷地から

空地を除いた部分とおおむね同一の敷地におい

て建て替える建築物であること。 

⑶ 次に掲げる要件に該当する空地に２ｍ以上接

する敷地に建築する建築物であること。 

ア 空地の幅員が 0.9ｍ以上で、かつ、空地（終

端整備敷を除く。）の延長が 15ｍ以下であり、

建築基準法（以下「法」という。）第 42条に規

定する道路（以下「法の道路」という。）、法第

43 条第２項第１号の規定による幅員４ｍ以上

の道（法の道路に該当するものを除き、避難及

び通行の安全上必要な国土交通省令で定める

基準に適合するものに限る。）又は同項第２号

の規定による許可における建築審査会包括同

意基準に適合する建築物の敷地が接する空地

に接続していること。 

イ 空地が道路状に整備されていること。 

ウ 将来にわたり空地を維持、管理する旨の関

係権利者の誓約書が提出されていること。 

エ 空地には雨水排水を適切に処理できる施設

が設けられていること。 

オ 空地と敷地との境界線が境界杭等で明示さ

れ、その位置に縁石等が設置されていること。 

⑷ 建築物の構造が次の要件に該当する建築物で

あること。 

ア 地階を除く階数は２以下であること。 

イ 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から

敷地境界線までの距離が 0.5ｍ以上確保され

ていること。 

ウ 耐火建築物又は準耐火建築物であること。 

 

 

⑸ 建築物の用途は、一戸建ての住宅であること。 

⑹ 空地と敷地との境界線から４ｍ外側の線まで

の土地を法の道路とみなし、法第６条第１項に

規定する建築基準関係規定（法第 43条第１項及

び第３項の規定に基づく横浜市建築基準条例並

びに横浜市建築基準法施行細則第 13条の適用に

平成 11年５月１日において現に存在する専用型の通

路の終端等に接する敷地に建築する建築物 

【空地幅員 0.9ｍ以上、かつ、延長 15ｍ以下】 

３－４の２ 建築基準法施行規則第 10条の３第４項

第３号の規定に適合し、かつ、交通上、安全上、防

火上及び衛生上支障がない建築物は、次の各号の

基準に適合する建築物とする。 

⑴ 平成 11 年５月１日（以下｢基準時｣という。）

において現に存する専用型の通路（以下「基準時

の通路」という。）の終端、又は当該通路の終端

に幅員２ｍ以上かつ奥行２ｍ以上で道路状に整

備された部分（以下「終端整備敷」という。）に

接する敷地に建築する建築物であること。 

⑵ 基準時において現に存する建築物の敷地から

空地を除いた部分とおおむね同一の敷地におい

て建て替える建築物であること。 

⑶ 次に掲げる要件に該当する空地に２ｍ以上接

する敷地に建築する建築物であること。 

ア 空地の幅員が 0.9ｍ以上で、かつ、空地（終

端整備敷を除く。）の延長が 15ｍ以下であり、

建築基準法（以下「法」という。）第 42条に規

定する道路（以下「法の道路」という。）、法第

43 条第２項第１号の規定による幅員４ｍ以上

の道（法の道路に該当するものを除き、避難及

び通行の安全上必要な国土交通省令で定める

基準に適合するものに限る。）又は同項第２号

の規定による許可における建築審査会包括同

意基準に適合する建築物の敷地が接する空地

に接続していること。 

イ 空地が道路状に整備されていること。 

ウ 将来にわたり空地を維持、管理する旨の関

係権利者の誓約書が提出されていること。 

エ 空地には雨水排水を適切に処理できる施設

が設けられていること。 

オ 空地と敷地との境界線が境界杭等で明示さ

れ、その位置に縁石等が設置されていること。 

⑷ 建築物の構造が次の要件に該当する建築物で

あること。 

ア 地階を除く階数は２以下であること。 

イ 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から

敷地境界線までの距離が 0.5ｍ以上確保され

ていること。 

ウ 耐火建築物又は準耐火建築物であること。 

⑸ 建築物の建蔽率は、法第 53 条第１項又は第２

項の規定に適合するものであること。 

⑹ 建築物の用途は、一戸建ての住宅であること。 

⑺ 空地と敷地との境界線から４ｍ外側の線まで

の土地を法の道路とみなし、法第６条第１項に

規定する建築基準関係規定（法第 43条第１項及

び第３項の規定に基づく横浜市建築基準条例並

びに横浜市建築基準法施行細則第 13条の適用に
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現 行 改正案 

ついては、道路とみなさない。）に適合する建築

物であること。 

ついては、道路とみなさない。）に適合する建築

物であること。 
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建築審査会個別提案基準３－５ 

現 行 改正案 

平成 11年５月１日において現に存在する路線型の道

等に接する敷地に建築する建築物 

【空地幅員 0.9ｍ以上、中心後退 1.35ｍ以上２ｍ未

満】 

３－５ 建築基準法施行規則第 10条の２の２第３号

の規定に適合し、かつ、交通上、安全上、防火上及

び衛生上支障がない建築物は、次の各号の基準に適

合する建築物とする。 

⑴ 平成 11 年５月１日（以下「基準時」という。）

において現に存する建築物の敷地に２ｍ以上接

する建築基準法（以下「法」という。）第 42条第

１項に規定する道路を築造することが極めて困

難な場合で、土地の状況により基準時の道の拡

幅が極めて困難と認められた場合において、次

に掲げる要件に該当する空地に２ｍ以上接する

敷地に建築する建築物であること。ただし、基準

時において現に存する路線型の道（以下「基準時

の道」という。）の終端のみに接する敷地に建築

するものを除く。 

ア 敷地から法第 42条に規定する道路（以下「法

の道路」という。）までの空地の幅員が 0.9ｍ

以上（建築物の用途が一戸建ての住宅以外の

場合は 1.5m 以上）あり、一般通行の用に供さ

れていること。 

イ 基準時の道が道路状に整備されているこ

と。 

ウ 敷地の前面において、基準時の道の中心線

から水平距離 1.35ｍ以内の部分（建築主事が

基準時前に別に定めている場合又は特定行政

庁が別に定める場合にあっては、その部分。）

のうち基準時の道の部分を除いた部分（以下

「後退部分」という。）が道路状に整備されて

いること。 

エ 将来にわたり空地を維持、管理する旨の関

係権利者の誓約書が提出されていること。 

オ 空地には雨水排水を適切に処理できる施設

が設けられていること。 

カ 空地と敷地との境界線が境界杭等で明示さ

れ、その位置に縁石等が設置されていること。 

⑵ 敷地から法の道路までの距離が、60ｍ以内で

ある敷地に建築する建築物であること。ただし、

道の両端が法の道路に接続し、当該道の幅員が

連続して 0.9ｍ以上ある場合にあっては、この限

りでない。 

⑶ 建築物の敷地が次の要件に該当する建築物で

あること。 

ア 基準時において現に存する建築物の敷地、

又は基準時以降に法第 43条第２項第１号の規

定による認定通知書若しくは同項第２号の規

定による許可通知書の交付がされた建築物の

敷地とおおむね同一の敷地とすること。 

平成 11年５月１日において現に存在する路線型の道

等に接する敷地に建築する建築物 

【空地幅員 0.9ｍ以上、中心後退 1.35ｍ以上２ｍ未

満】 

３－５ 建築基準法施行規則第 10条の２の２第３号

の規定に適合し、かつ、交通上、安全上、防火上及

び衛生上支障がない建築物は、次の各号の基準に適

合する建築物とする。 

⑴ 平成 11 年５月１日（以下「基準時」という。）

において現に存する建築物の敷地に２ｍ以上接

する建築基準法（以下「法」という。）第 42条第

１項に規定する道路を築造することが極めて困

難な場合で、土地の状況により基準時の道の拡

幅が極めて困難と認められた場合において、次

に掲げる要件に該当する空地に２ｍ以上接する

敷地に建築する建築物であること。ただし、基準

時において現に存する路線型の道（以下「基準時

の道」という。）の終端のみに接する敷地に建築

するものを除く。 

ア 敷地から法第 42条に規定する道路（以下「法

の道路」という。）までの空地の幅員が 0.9ｍ

以上（建築物の用途が一戸建ての住宅以外の

場合は 1.5m 以上）あり、一般通行の用に供さ

れていること。 

イ 基準時の道が道路状に整備されているこ

と。 

ウ 敷地の前面において、基準時の道の中心線

から水平距離 1.35ｍ以内の部分（建築主事が

基準時前に別に定めている場合又は特定行政

庁が別に定める場合にあっては、その部分。）

のうち基準時の道の部分を除いた部分（以下

「後退部分」という。）が道路状に整備されて

いること。 

エ 将来にわたり空地を維持、管理する旨の関

係権利者の誓約書が提出されていること。 

オ 空地には雨水排水を適切に処理できる施設

が設けられていること。 

カ 空地と敷地との境界線が境界杭等で明示さ

れ、その位置に縁石等が設置されていること。 

⑵ 敷地から法の道路までの距離が、60ｍ以内で

ある敷地に建築する建築物であること。ただし、

道の両端が法の道路に接続し、当該道の幅員が

連続して 0.9ｍ以上ある場合にあっては、この限

りでない。 

⑶ 建築物の敷地が次の要件に該当する建築物で

あること。 

ア 基準時において現に存する建築物の敷地、

又は基準時以降に法第 43条第２項第１号の規

定による認定通知書若しくは同項第２号の規

定による許可通知書の交付がされた建築物の

敷地とおおむね同一の敷地とすること。 
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現 行 改正案 

イ 敷地前面の空地の反対側の敷地若しくは一

団の土地（以下「前面敷地等」という。）が法

の道路に接し、かつ、敷地前面の空地の幅員が

2.7ｍ未満の場合にあっては、建築物の主要な

出入口に接する幅員２ｍ以上かつ奥行２ｍ以

上の敷地内空地が確保されていること。 

ウ 敷地のうち、敷地前面の基準時の道の中心

線から水平距離２ｍ以内にある部分が、敷地

前面の空地と一体的に道路状に整備されてい

ること。 

⑷ 建築物の構造が次の要件に該当する建築物で

あること。 

ア 地階を除く階数は２以下であること。 

イ 耐火建築物又は準耐火建築物であること。 

 

 

⑸ 建築物の用途は次のいずれかとすること。 

ア 一戸建ての住宅 

イ 建て替えの場合において、従前の建築物と

同一用途で、次の条件を満たすもの 

(ｱ) 延べ面積が 100 ㎡以下で、かつ、従前の

建築物の延べ面積以下であるもの 

(ｲ) 法第 43条第３項の規定に基づく条例の対

象にならないもの 

(ｳ) 共同住宅又は長屋にあっては、従前の住

戸数以下、寄宿舎又は下宿にあっては、従前

の住室数以下であること 

(ｴ) 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面か

ら敷地境界線までの距離が 0.5ｍ以上確保

されていること 

⑹ 空地と敷地との境界線から 2.7ｍ（建築主事が

基準時前に別に定めている場合にあっては、そ

の距離）外側の線までの土地を法の道路とみな

し、法第６条第１項に規定する建築基準関係規

定（法第 43 条第１項及び第３項の規定に基づく

横浜市建築基準条例並びに横浜市建築基準法施

行細則第 13 条の適用については、道路とみなさ

ない。）に適合する建築物であること。 

イ 敷地前面の空地の反対側の敷地若しくは一

団の土地（以下「前面敷地等」という。）が法

の道路に接し、かつ、敷地前面の空地の幅員が

2.7ｍ未満の場合にあっては、建築物の主要な

出入口に接する幅員２ｍ以上かつ奥行２ｍ以

上の敷地内空地が確保されていること。 

ウ 敷地のうち、敷地前面の基準時の道の中心

線から水平距離２ｍ以内にある部分が、敷地

前面の空地と一体的に道路状に整備されてい

ること。 

⑷ 建築物の構造が次の要件に該当する建築物で

あること。 

ア 地階を除く階数は２以下であること。 

イ 耐火建築物又は準耐火建築物であること。 

⑸ 建築物の建蔽率は、法第 53 条第１項又は第２

項の規定に適合するものであること。 

⑹ 建築物の用途は次のいずれかとすること。 

ア 一戸建ての住宅 

イ 建て替えの場合において、従前の建築物と

同一用途で、次の条件を満たすもの 

(ｱ) 延べ面積が 100 ㎡以下で、かつ、従前の

建築物の延べ面積以下であるもの 

(ｲ) 法第 43条第３項の規定に基づく条例の対

象にならないもの 

(ｳ) 共同住宅又は長屋にあっては、従前の住

戸数以下、寄宿舎又は下宿にあっては、従前

の住室数以下であること 

(ｴ) 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面か

ら敷地境界線までの距離が 0.5ｍ以上確保

されていること 

⑺ 空地と敷地との境界線から 2.7ｍ（建築主事が

基準時前に別に定めている場合にあっては、そ

の距離）外側の線までの土地を法の道路とみな

し、法第６条第１項に規定する建築基準関係規

定（法第 43 条第１項及び第３項の規定に基づく

横浜市建築基準条例並びに横浜市建築基準法施

行細則第 13 条の適用については、道路とみなさ

ない。）に適合する建築物であること。 

  

 


